
• 期待値の分布範囲を考慮した防災
対策

• 水災害について、地球温暖化の影
響を踏まえた広域避難に関する新
ﾋﾞｼﾞｮﾝの打ち出し

• 土木・建築系の有識者が地域のつ
なぎ役として機能できる環境

• 防災を意識したまちづくり
• 地球温暖化を見据えた事前防災や
長期計画を包含した法律体系

• 被害最小化と長期的な財政最適
化の観点からのｿﾌﾄ・ﾊｰﾄﾞ対策のﾊﾞ
ﾗﾝｽの検討

• 雨水浸透やｸﾞﾘｰﾝｲﾝﾌﾗ等の流域
管理や総合的治水の観点の導入

• 近年の災害の経験を速やかに活
かす治水事業と海上交通ﾈｯﾄﾜｰｸ
機能の確保の推進

• 津波・河川災害等と連動した立地
適正化計画制度の構築、弱者施
設の移転と都市計画制度との連動

• 鉄道施設の浸水対策等の推進

技術政策の推進にあたり、平成３０年度の中間とりまとめに続き行った、「国土交通技術行政の基本政策懇談会」における議論に加え、新型コロナウイ
ルス感染症も踏まえた、技術政策の進め方（横断的課題）と主要技術政策の方向性（テーマ別）について、セカンドステージとしてとりまとめた。

• 地方部での公共が担うべき役割の明
確化

• MaaS実現に向けた新技術と、新技術
を導入するための議論を関係機関が
連携して実施

• 信号ｼｽﾃﾑの改良等の技術開発・導
入の検討

• 地方部の交通について住民の地域づ
くりへの巻き込み等が必要

• 自動運転の自動車側とｲﾝﾌﾗ側の支
援を組み合わせたﾓﾋﾞﾘﾃｨｻｰﾋﾞｽへの
活用の検討

• ｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝによる技術開発の実
装の場を提供

• MaaSを構成する個別のﾓﾋﾞﾘﾃｨｻｰﾋﾞｽに
課題

• 例えば、地方では運行頻度が少ない等ﾓ
ﾋﾞﾘﾃｨに課題があり、大都市圏における鉄
道の混雑緩和対策は経営改善に貢献し
にくい

• MaaSに向けた取組のﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄに寄与す
るﾃﾞｰﾀﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑやﾃﾞｰﾀ連携の骨格の
不足

• 自動運転技術を活用したﾓﾋﾞﾘﾃｨｻｰﾋﾞｽ
についてｲﾝﾌﾗのあり方を含めた検討が
必要

• ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの連携強化を国が率
先して実施

• 地方のモビリティの効率的利活用に
向けた技術的課題等について検討

• MaaSの実証実験や普及に必要な
基盤づくりへの支援を実施

• 道路整備の高度化や道路空間の
再配分の取組の推進

• 自動運転・隊列走行、AI活用、
ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ改革など技術的色
彩の強い革新

• ﾓﾋﾞﾘﾃｨ資源の相互連携や有
効活用が可能になる技術革新

• 物流のｼｰﾑﾚｽ化
• 商流の世界とﾘﾝｸしたｼｽﾃﾑの
研究、国際戦略やﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞ
ﾙの展開に向けた検討

• 災害時のｲﾝﾌﾗ、物資補給や
備蓄ﾍﾞｰｽの物流施策

• ﾓｰﾀﾞﾙｼﾌﾄを含めた各輸送ﾓｰﾄﾞ
間の連携の強化

• 物流は人手不足等種々の環境変
化により基盤が毀損。社会の最重
要ｲﾝﾌﾗの一つとして、高度化・効
率化に取り組むことが必要

• 新たな技術を中小企業で取り入れ
ないと飛躍的な効果は得がたい

• 災害発生時など非常時の物流の最
適化・ｺﾝﾄﾛｰﾙ方策についての検討
が必要

• 自動運転、ﾄﾞﾛｰﾝ配送、生活支援
ｻｰﾋﾞｽを実施するとともにそれに向
けたｲﾝﾌﾗ整備

• 物流・商流情報の共有を可能とす
るﾃﾞｰﾀﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの構築

• 大規模物流施設の機能更新
• 被災地の実情に合わせた物流のｺ
ﾝﾄﾛｰﾙ

• 利用者のニーズに応じたAIによる
世界最高水準のサービスを提供
できる国際ｺﾝﾃﾅ港湾の整備

• 船舶の低・脱炭素化に向けた取
組の促進、ｼｽﾃﾑｲﾝﾃｸﾞﾚｰｼｮﾝ
能力の強化

• 国際空港の積極的機能強化、地
方空港の受入環境整備が必要

• 航空ｼｽﾃﾑのｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ促進、ｴ
ｱ＆ﾚｰﾙ等の取組を進める必要

• 需要想定や将来展望は異分野
の研究者を含めて様々な議論を
進める

• 国際空港のｻｰﾋﾞｽ水準やｺﾝﾃﾅ港
湾のAIの導入等の点で、諸外国との
比較において必ずしも同水準にない

• 政策立案が過去のﾄﾚﾝﾄﾞに基づいて
おり、必ずしも未来志向型でない

• 低・脱炭素化方策の検討が必要
• 大都市空港も地方空港も機能強化
が必要

• 日本ではｴｱ＆ﾚｰﾙ等の研究が十分
には進んでいない

• 中長期的国家ﾋﾞｼﾞｮﾝや国土像は
様々な分野を横断的に検討

• 港湾におけるコンテナ蔵置計画の
最適化等を図る

• 水素燃料利用船舶のﾊﾞﾝｶﾘﾝｸﾞ
等の検討や自動運航船の実用
化に向けたガイドラインの作成

• 地方空港におけるターミナル地域
等の整備を推進

○ﾃﾞｰﾀ駆動型産業の新展開
• 国土交通省によるﾃﾞｰﾀ駆動型の
制度設計の立案、公共ﾃﾞｰﾀ収集
・利活用への率先した行動

• 技術を高めるための人材育成と技
術を使えるための政策論の高度
化

○Society5.0と都市ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
• Society5.0やｽﾏｰﾄｼﾃｨ実現のた
め、都市計画のあり方の見直し

• ﾃﾞｰﾀ駆動型を支える技術に課題、
利用するための政策論・国土論の
不足

• 都市計画ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄに課題
• 地下空間をﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄするﾙｰﾙや
手法等の体制の不足

• まちづくり・都市計画へのﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
思想の導入

• 都市における地下空間の位置づけ
の明確化、地下も含めた基盤とな
るﾃﾞｰﾀﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの構築

技術政策の進め方
（横断的課題）

主要技術政策の進め方（テーマ別）

新たなモビリティ
サービス

国際ゲートウェイ
（港湾・船舶・空港）

都市・地域
マネジメント戦略

物流・ロジスティクス
政策

防災・減災、
国土強靭化

○ﾃﾞｰﾀ駆動型の行政の推進
• ﾃﾞｰﾀに基づく政策立案・実施､ 民
間のｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを促進

○政策部局間、産学官の連携
• ｺｰﾃﾞｨﾈｰｼｮﾝを担う人材・体制と全
体最適のｺﾝｾﾌﾟﾄ形成
○技術の社会実装の迅速化
• 多様な主体が参画した社会実験
的な取組みを積極活用
○技術の社会実装の定着化
• 計画論に加え、制度、財源やﾊﾟﾌﾞ
ﾘｯｸｱｸｾﾌﾟﾀﾝｽを含めた議論に基
づく施策の推進

• ICTの急速な発展・普及に伴いﾃﾞｰ
ﾀが社会・経済における意志決定
や連携を支え、あらゆる分野でｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝが進展

• 国交省が保有する豊富な現場ﾃﾞｰ
ﾀの相互連携､活用が課題

• 一つのｻｰﾋﾞｽや､大きなﾋﾞｼﾞｮﾝに
統合する仕組や制度が不足

• 基礎研究から社会実装までの時
間短縮が必要

• ﾃﾞｰﾀ利活用戦略の策定及びﾃﾞｰﾀ
連携基盤の構築

• ﾃﾞｰﾀ駆動型行政を推進する体制の
構築

• 技術の社会実装を迅速化する社会
実験の推進

• 制度、財源も含めた長期計画の再
構築

• ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ・ｱｸｾﾌﾟﾀﾝｽの知見形成

• 社会資本整備を考える視点に、新
型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染の観点を追加

• 避難所における３密の回避や、逃
げなくていい立地行動への誘導

• 下水道ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞとｳｲﾙｽ計測を感
染抑制と予見的指標に活用

• ３密環境の改善に資する公共工事
における遠隔化、省人化技術開発
の推進

• 大都市圏の鉄道における積極的な
混雑緩和策の検討

• 地方のﾓﾋﾞﾘﾃｨ確保に向けた技術
的方策の検討

• 自家用車への依存を慣習化させ
ない取組

• 公共交通機関におけるリアルタイ
ム混雑情報の提供等の感染症の
拡散防止に係る技術開発と実装

• 感染防止の観点から宅配ﾛﾎﾞｯﾄ等
の新技術の導入

• 人手不足や過酷な労働環境を直
視し、物流の自動化等に向けた技
術革新の推進

• 国際ｹﾞｰﾄｳｪｲは水際対策として新
技術を駆使し重要な役割を発揮し
たが、まだ不足

• 感染収束後の反転攻勢期に向け
需要の回復状況を見ながら機能
強化を検討

• 社会システムそのものの強靭化
• 評価における安全保障の重視
• ﾘｱﾙﾀｲﾑでの人やﾓﾉの動きのﾓﾆﾀ
ﾘﾝｸﾞの推進

• 人々からの支持とﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｱｸｾﾌﾟﾀ
ﾝｽの獲得

• ｲﾝﾌﾗ・物流分野のDX（ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾄﾗﾝ
ｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ）の強力な推進
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• ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀの利活用環境の整備
• 人の密集度、空間ﾘｽｸの共有のた
めの都市情報ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの構築

• 情報化と自動走行を前提としたま
ちづくりの立案

• 立地行動の変化に対応した都市
地域ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄやｲﾝﾌﾗ整備

• 都市公園等における利用管理を
徹底するためのICTの積極的導入

• 激甚化する災害へは従来の対策ｽ
ﾋﾟｰﾄﾞでは乗り切れない

• ﾊｰﾄﾞ・ソフト対策については一体的
に実施すべき

• ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝのﾊｰﾄﾞ対策は大企業
でも進んでいない

• 防災事業に対する誤解があり、国
民に対するわかりやすいﾒｯｾｰｼﾞの
発信が必要

国土交通技術行政の基本政策懇談会 セカンドステージとりまとめ概要


